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視
社会主義経済システムの成立と崩壊は今世紀最大級の出来事であり，その日
とが経済学に提起した問題は多方面にわたると考えられる。なかでも，経済シ
ステムを研究対象とする比較経済体制論に及ぽした影響は大きなものがある。
けれども，経済体制論の領域で，現在のところその影磐が十分に考慮されてい
るとは言い難い。本稿ではこうした状況を踏まえて，社会主義経済システムの
停滞・崩壊と相前後して（あるいは，それに先だって）登場した経済理論における
新しい動きを視野に入れ，いま経済体制論がどういう位置にあるかを，その過
去を再検討することを通して考察し，さらにその将来展望も試みてみることに
したい。
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Il. 比較経済体制論の枠組み
経済体制論の現状を把握するに当たって，ここではまずその過去，すなわち
その伝統的な基本的枠組みの検討から始めてみよう。
1. 基本的枠組み
比較経済体制論の中心的なテーマは，経済活動を行う際のルールや枠組みを
与える機構・構造である経済システムと経済状態との関連を考察することであ
る。それゆえ，体制論の基本的課題は， (1)経済システムの構成要素に関する研
究とその構成要素間の相互関係の研究， (2)経済システムとその構成要素が与え
られた環境でどのような機能を発揮するかの研究， (3)各国における経済システ
ムの識別，および(4)経済システムと具体的な経済成果との関係の研究などであ
る1)0 
このような比較経済体制論の中心的なテーマと基本的課題は，経済システム
（体制）を次のような関数として捉えることで，明瞭になる。
o=f(s,P, e) 
この場合， o=産出 (output),s=システム (system),P=政策 (policy),e= 
環境 (environment)である。このとき，体制論の中心的なテーマは，政策，環
境変数 (P,e)を一定としたとき， システム変数 (s)と産出 (o)との一般的関
連を考察することである 2)0 
1)阿部望 (1991)「経済システムの国際比較」東海大学出版会， HOページ。注4)参
照。
2)ちなみに， この枠組みでは，システム， 環境変数(s,e)を一定としたときの政策変数
ゅ）の産出(o)に与える影響を考察するのが政策論固有の課題とされた。なお， この枠
組みにおいて，それぞれの変数には，たとえば，次のようなものが考えられていた。
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① o;(i=l, …, 4): 産出（成果）変数
o,=GNP 
02=成長率
03=物価上昇率
04=失業率
経済体制論と「制度の経済学」 （竹下） 167 
さて，以上のように，政策， 環境変数 (P,e)を一定としたときのシステム
変数 (s)が産出 (o)に与える影響を考察することが，体制論固有の課題であっ
たが，確かに理論的な枠組みとしてそのようなことがいえても，現実にはその
ような状況を期待することは極めて困難であった。というのは，経済システム
を比較するとき，システム変数の影響を政策，環境変数の影響から分離しなけ
ればならないが，特に環境変数の影響は無視できないものがあると考えられた
からである。そこで，たとえば，旧東西両ドイツの比較がそうした影響を最小
化し，システム変数の影響の分離を可能にすると考えられ，好んで研究対象と
して選ばれた3)。 しかし，なんといっても経済体制論における最も基本的な課
題は，システム変数の内容，すなわち(1)経済システムの構成要素として何を考
R s;U=1, 2, s): システム変数
S1=所有制度
Sz=資源配分様式
Sa=ィンセンテイヴ様式
⑧ p,.(k=1, 2): 政策変数
④ e、(l=l,…，5) : 環境変数
81=労働の投入量
82=天然資源の賦存量
約＝資本ストック量
84=文化的特質
P1=外国貿易 es=規模の経済
P2=生産構造
Cf. Sturm, P. H. (1974) "A Comparison of Aggregate Production Relation-
ships in East and West Germany," Ph. D. Dissertation, Yale University; 
Sturm, P. H. (1977) "The System Component in Differences in per capita 
Output Between East and West Germany," Journal of Comparative Econo-
mies, 1/1977. 
3) Cf. Sturm, P. H. (1974, 1977) op cit.; Gregory, P. and G. Leptin (1977) 
"Similar Societies under Differing Economic Systems : The Case of the Two 
Germans," Sov紹tStudies, Vol. 29, No. 4; Wilkens, H. (1981) The Two German 
Economies : A Comparison between the National Product of the German De-
mocratic Republic and t加 FederalRepublic of Germany, Gower; Eidem, R. 
and S. Viotti (1978) Economic Systems: How Resources are allocated, Martin 
Robertson, pp. 9, 100; Gregory, P. and R. C. Stuart (1980) Comparative 
Ecomomic Systems, Houghton Mifflin Company, ch. 10 ; 拙稿 (1981) 「経済シ
ステムの産出効果測定の試みについて一東西両ドイツ経済の比較一」神戸商科大
学大学院「星陵台論集」 Vol.14, No. 2, 320-45. 
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えるかである。これまで，経済体制論の議論に基本的な枠組みを与えていたの
は， (1)の経済システムの構成要素に関する議論であった4)。 なぜなら，それが
そもそも経済システムを規定（ないし分類）するさいの基本的な視点とされて
いたからである。そこで，次にその点を考察してみよう。
2. 伝統的類型化
伝統的に経済体制は，所有制度と資源配分様式（ないし，相互調整様式）という
2つの軸によって区分されるのが一般的であった。すなわち，所有制度の軸と
して「私有 vs.国有（公有）」が， 資源配分様式の軸として「市場 vs.計画」
が考えられた。その結果として，私有・市場の資本主義経済，国有・計画の社
会主義経済，私有・計画の計画資本主義経済，そして国有（公有）・市場の市場
社会主義経済の 4つのプロトタイプが得られた。経済体制論の理論的な分析に
おいて，こうした枠組みに疑問を投げかけ，それを修正しようとする，あるい
はそれを乗り越えようとする試みもみられた。たとえば，ノイバーガーとダフ
ィー (E.Neuberger & W. J. Duffy), ホレソフスキー (V.Holesovsky)の研究は
そうした試みの代表的なものである％ けれども，結果としてそれらはやはり
この枠組みを越えるものではなく，この枠組みのなかにとどまっていた。
それでは，経済体制論以外の領域ではこの点に関してどのような認識がもた
れていたのか。新古典派経済学は体制規模の問題に関心をもたなかったことの
4)本文上記の体制論の基本的課題の(3),(4)は，基本的には(1)の議論に基づいた研究であ
るといえる。 (2)は， 1920年代から40年代にかけて展開された「社会主義経済論争」な
どがそれに当たると考えられる。なお，システムの構成要素である所有（私有）と市
場との関係については，拙稿 (1992)「『私有化」とその理論的基礎」関西大学『経済
論集」 Vol.42, No. 2, 105-130. を参照。
5) Cf. Neuberger, E. and W. J. Duffy (1976) Comparative Economic Systems: A 
Decision-Making Approach, Allyn and Baco, Inc.; Holesovsky, V. (1977) 
Economic Systems: Analysis and Comparison, McGraw-Hill Book Company; 
拙稿 (1988)「経済体制の類型化について」関西大学「経済論集」 Vol.38, No. 4, 95 
-119. 
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結果として，いわば暗黙の内に，私有・市場の資本主義経済を当然視して分析
を進めてきた。換言すれば，その枠組み自体を＿つまり，所有制度と市場そ
のものを＿問題としてこなかった。そのことがつまり R.H.コース (R.H.
Coase)6lの研究が長い間正当に評価されなかった原因でもあるように思われ
る。しかし，こんにちそのコースの指摘の重要性が認識され，従来のそうした
状況も大きく変化してきている鸞
このような状況のなかで，経済体制論のなかで以上のようなコース以降の新
しい動きがどのように取り入れられ，影響を与えるかを考えるとき，一部でそ
うした動きがみられるものの，現在のところその考察は決して十分ではない8)0 
特にわが国ではそのことがいえるように思われる。そこで，次に以上の比較経
済体制論の基本的枠組み，経済体制論の伝統的類型化にどのような修正が必要
とされているのかを考察してみよう。
皿伝統的枠組みの欠陥
比較経済体制論の伝統的枠組み（基本的枠組み，伝統的類型化）に関して，結論
6) Coase, R. H. (1937) "The Nature of the Firm," Economica, Vol. 4, 386-405; 
Coase, R. H. (1960) "The Problem of Social Cost," Journal of Law and Ee-
onomics, Vol. 3, 1-44, reprinted in Coase (1988) The firm, the market, and 
the law, The University of Chicago Press 〔宮沢・後藤• 藤垣訳「企業・市場・
法」東洋経済新報社， 1992年〕．
7)そうした動きのひとつが，本稿で後に取り上げる「制度の経済学」 (theEconomics 
of Ins ti tu tions)である。 また， 近年の組織に対する経済学的アプローチについて
は，次のものを参照。 Douma,S. & H. Schreuder (1991) Economic Approaches 
to Organizations, Prentice Hall. 
8)比較経済体制論のなかで， コース以降の議論が組み込まれている試みの数少ない事例
として，次のものが上げられる。 Pejovich,Svetozar (1990) The Economics of 
Property Rights: Towards a Theory of Comparative Systems, Kluwer Academic 
Publishers. このなかで，ペジョヴィッチは「新制度派経済学」 (NewInstitutional 
Economics)=「所有権の経済学」 (PropertyRights Economics)の立場に立ち，比
較経済体制論にとっての取引費用とインセンテイヴの重要性を説いている。 Ibid.,
pp. xii, 29-30. 
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から先にいえば，社会主義経済圏の崩壊とともに（あるいは，それ以前から）それ
も崩壊した， ないしはその欠陥を露呈したというべきであろう 9)。 このこと
は，漠然としてであれば（つまり，理論的にということでなければ），ある意味で誰
もが抱いている印象であるかもしれない。けれども，理論的にということにな
れば，必ずしもはっきりしない。少なくとも，体制論の領域においてこれまで
の分析枠組みとの関連で正面から議論されているとは思えない。そこで，それ
では， それがどういう意味で崩壊した， ないし欠陥を露呈したといえるのか
を，ここで伝統的な類型化の 2つの軸の検討から始めてみることにしよう。
1. 伝統的類型化を越えて
伝統的な経済体制類型化の 1つの軸に関して，結論からいえば，資源配分様
式としての「市場vs.計画」の軸は，政治的にはともかく，経済的にはまった
く不適切であるということである。 この点はコースの1937年の論文「企業の
本質」の指摘から，理解することができる。すなわち，彼の主張は，市場を代
替するものとして企業湘織）を捉え， それも企業の組織化費用が市場での取
引費用を下回る限り，企業を組織化することが有利であるというものであっ
た。この彼の指摘は，後になって，エージェンシー理論，内部組織の経済学な
どの新しい研究の発展につながった。いずれにせよ，コースは「市場vs.組織
（企業）」の対比の軸を提供していることになる。このことは， 要するに本稿の
文脈で表現すれば，意味のある対比（軸）は「市場 vs.計画」ではなく「市場
vs. 組織（企業）」であるということになる10)。 ここで，コースは組織を代表す
るものとして企業を念頭においているけれども，組織は決して企業に限定され
9)筆者自身は，後に示すように，比較経済体制論の伝統的枠組みのうち，伝統的類型化
は崩壊したが，その基本枠組み自体は残り，新たな枠組みにつながるものと考えてい
る。注17),18)を参照。
10)こうした見方は，所有権や契約等の社会的取り決めの第三者執行機関としての国家の
役割，あるいは市場の失敗を補完する国家の役割を否定するものではない。注26)参
照。
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るわけではない。むしろ，現代社会のひとつの大きな特徴は，経済的政治的な
相互調整主体としてさまざまな経済組織，政治組織，社会組織の重要性が高ま
り多元化していることであるように思われる。
このように考えるとき，従来の枠組みである「市場vs.計画」の問題点がは
っきりしてくる。つまり，「市場 VS.組織（企業）」では，市場と組織は互いに
他を代替しうるが全面的に代替することは必ずしも念頭に置かれていない。と
いうより，コストの面から事実上一般にはありえない。 これに対して「市場
vs. 計画」とは「市場か計画か」であり，市場を選択するか， さもなくば市場
を全面否定して計画を採用するかの二者択ーの枠組みの性質が強い。すなわ
ち， ありえない全面的市場と全面的計画（指令）を分類の軸に置いているので
ある。この結果として，それによって分類される経済システムの特徴が極めて
非現実的なものとなると同時に，体制論の思考がそれに限定され質的な発展を
拒まれたといってよいように思われる。
つぎに，伝統的な経済体制類型化のもう一方の軸である「私有 vs.国有
（公有）」の軸の不適切さも同様に指摘できる。つまり，この軸も「市場 vs.計
画」の軸と同じように，結局二者択ーの図式に陥っていたといってよい。すで
に1932年の時点で（ソ連が誕生して10年ほどしか経過してない時点で）， バーリとミ
ーンズ (Berle,A. A. and G. C. Means)は，『現代株式会社と私有財産J]のなか
で，所有と支配（あるいは，経営）との分離を主張した11)。すなわち，この時点
ですでに「私有vs.国有（公有）」の二者択ー的な枠組みに対して，所有の内容
の多様性が指摘され，「私有 vs.国有」の枠組みの不適切さが示唆されていた
と考えることができよう。その後，所有権概念の法学的分析，社会学的分析，
あるいは所有権の正当化論において，所有（権）の多様性が承認されてきた12)。
11) Berle, A. A. and G. C. Means (1991) The Modern Corporation and Private 
Propeガy,Transaction Publishers (1st ed. 1932) 〔北島忠男訳「近代株式会社と
私有財産」文雅堂， 1958年〕．
12)筆者のこれまでの所有に関する研究はこの線上にある。拙稿 (1983)「最適所有権制
度の選択」「星陵台論集」 Vol.16, No. 1, 42-60 ; 拙稿 (1994)「所有論の現状と今
後」関西大学「経済論集」 Vol.4, No.1, 29:-57. を参照。
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これらは， 「私有 vs.国有」の二者択ー的枠組みの不適切さを明らかにした。
けれども，「私有vs.国有」の枠組みにとって， 決定的な意味をもつのは，
所有権への経済学的アプローチである。 このアプローチヘの古典的貢献は，
コー ス， A.アルチャン (A.Alchian), H. デムゼッツ (H.Demsetz)などによ
る13)。これらは所有権の経済理論や法と経済学などの新しい理論の展開につな
がったが，所有権への経済学的アプローチで所有権に関して主張されるポイン
トは，所有権の不完全性(theinherent difficulty of delineating property rights) 
である14)。すなわち，経済学的な所有権は，完全には境界確定（定義・執行）され
ないものとして捉えられる。ここから，ただ乗り，怠業，過剰利用等によって
他人の財産を自分のものにしようとする行動の分析が，可能となる。所有制に
関して，こうした限界を越えられなかった理由を， Y. バーゼル (Y.Barzel) 
は「過去において経済学者が行動の分析に所有権の概念を利用できなかったの
は，おそらく権利を絶対的なものとみなす彼らの傾向に由来する」と指摘して
いる15)0 
13) Coase, R. H. (1960) op. cit.; Alchian, A. (1950) "Uncertainty, Evolution and 
Economic Theory," Journal of Political Economy, 58, 211-21 ; Demetz, H. (1967) 
"Towards a theory of property rights," American Economic Review, Vol. 62, 
reprinted in Furubotn, E. G. & S. Pejovich eds. (1974) The Economics of 
Property Rights, Ballinger Publishing Company. 
14) Barzel, Yoram (1989) Economic Analysis of Property Rights, Cambridge Uni-
・versity Press, p. 2. なお，所有権への経済学的アプローチは，環境や天然資源との
関係で， さかんに取り上げられるようになっている。たとえば，つぎのものを参照。
新澤秀則 (1993) 「アメリカの環境政策における取引」神戸商科大学「研究年報」
Vol. 23, 33-44. 
15) Ibid. この点については， 新古典派の経済学者だけでなく． （否それ以上に）ブルス
(W. Brus), ホルヴァート (B.Horvat)などの社会（主義）的所有を主張する（し
ていた）者にも当てはまるように思われる。つまり，彼らは取引費用のために社会的
所有が完全に境界確定されず，ただ乗り，怠業，過剰利用等が生まれてくるのを全く
考慮に入れてこなかった。 Cf.Brus,W. (1975) Socialist ownership and political 
system, Routledge & Kegan Paul 〔大津定美訳「社会化と政治体制：東欧社会主
義のダイナミズム」新評論， 1982年〕； Horvat, B. (1982) The Political Economy 
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結局，「私有 vs.国有」という枠組みも， 「市場 vs.計画」の軸と同様に，
私有か国有かの二者択ーの色彩が強い。けれども，現実の所有制は私有制，国
有制といっても多様であり，それぞれの所有制のなかで，それぞれの所有制度
が各経済主体にどのようなインセンティヴを与え，いかなる成果を引き出すか
が重要になってくる。このように考えるとき，従来の枠組みである「私有vs.
国有（公有）」の限界が明白になる。結果として「市場vs.計画」の枠組みの場
合と同じように，体制論の思考が質的な発展を拒まれた。
2. 基本的枠組みの問題点
それでは，以上の体制類型化の軸とされた所有制と資源配分様式をシステム
変数として含む比較経済体制論の基本的枠組みに，問題はないのか。検討して
みよう。
まず，上述の体制類型化の問題点を考慮に入れれば，従来の体制分析におけ
るこの基本枠組み自体の意味が怪しくなってくる。前述のように，比較経済体
制論の中心的なテーマは，経済システムと経済状態との関連を考察することで
ある。そのために， 4つの基本的課題が考えられたが，その中でも最も基本的
な経済システムの構成要素に関する議論が上述のように根本的欠陥をもつとす
れば，残りの課題に関する従来の議論の意味も問題となってくる。つまり，こ
の基本枠組みでは，本質的に先に上げた 4つの経済システム以外に考慮される
ことがなかった16)。このように，システム変数そのものがフレッキシプルに考
of Socialism, Martin Robertson. なお，「社会的所有」については， 拙稿 (1983)
前掲論文を参照。
また，吉田民人の「所有構造の理論」は社会学の議論としては．現在のところほぽ
完成されたものといえるが，経済学的に展開するためには，ここでバーゼルが指摘し
ているハードルを越える必要がある。吉田民人 (1981) 「所有構造の理論」安田・塩
原・富永•吉田編「基礎社会学第W巻：社会構造」東洋経済新報社， 198-244; 拙稿
(1987)「所有権制度分析のための枠組み」「経済論集』 Vol.36, No. 6, 119-146. 参照。
16)コルナイ (Kornai,J.)は，所有制度（私有と国有）と相互調整様式（市場的調整と
官僚的調整）との関連（親密性）を考察し，市場的調整と私有，官僚的調整と国有と
47 
174 隅西大學「経清論集』第44巻第2号 (1994年6月）
えられなかったことの結果として，体制論の枠組みでありながら， 体制（シス
テム）の内容そのものは極めて貧弱であった。たとえば， 第三世界の発展途上
国はこの枠組みによる議論の対象からおおむね除外されていた。さらに，その
枠組みによる議論は静態的（静学的）なものに限定され，システムの構成要素間
の関係やシステムの安定性に関する議論も不十分であった17)。
いずれにせよ，こうした伝統的枠組みの問題点は，従来の体制論の議論の線
上では，すでにその枠組みの役割を終え，新たな枠組みを要求しているように
思われる18)。そこで，次に以上で議論されたことを踏まえて新たな枠組みの展
の結びつきが「強い結合」であり，市場的調整と国有，官僚的調照と私有が「弱い結
合」であると主張している。これは，従来問題とされてこなかった所有制度と調整様
式との関連を考察した数少ない研究であるという点では評価できるが， 従来の枠組
みにとどまった諮論であることに変わりはない。 Kornai,J. (1990)"The Affinity 
Between Ownership Forms and Coordination Mechanisms : The Common 
Experience of Reform in Socialist Countries," Journal of Economic Peた
spectives, Vol. 4, No. 3, 131-47. 
17)さらに，その枠組みには，従来十分に取りあげられなかったいくつかの大きな問題点
も含まれていた。たとえば， 従来の分析では， 変数eに「その他すべてのもの」が含
められていたが，実はこんにち問題になっているのは，従来この変数に含められてい
たものと変数0との関係であり，変数 s,P, e間の相互関係である。
18)公文俊平は，彼自身が参加している「新しい経済学」構築をめざす共同研究プロジェ
クト参加者たちが通有している問題意識として，政治経済社会の多様性，政治経済体
制の構築・ 運営にさいしての主体の人為的政策・計画の有効性，そして生物学的アプ
ローチの有効性の 3つの共通認識を上げている。それぞれ興味深い視点であるが，本
稿の議論と直接関係するのは第1の問題意識である。これに関して，公文は次のよう
な見解をとる。社会主義体制の失敗によって従来の比較経済体制論の存在意義は失わ
れ，「資本主義対社会主義」の比較に代わって， これまで一括して「資本主義体制」
と呼ばれていた各国の政治経済のなかの制度面，経済主体の行動面の相違の説明が必
要とされる。そのような必要に応える比較基準や説明原理が既存の経済理論のなかに
見当たらないとすれば，「新しい経済学」の構築が必要となる， というものである。
このような見解に対して，筆者は問題意識では共通するものの，各国の政治経済の制
度面，経済主体の行動面の相違の説明に必要な比較基準や説明原理が既存の経済理論
のなかに全く見当たらないとは，必ずしも考えない。
この点との関連でいえば， 「アジア諸国の経済をできるかぎり経済理論に忠実に解
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望を検討してみることにしたい。
N. 新しい視点：「制度の経済学」 19)
175 
以上のように，伝統的な比較経済体制論の枠組みには多くの問題点が指摘さ
れるが，これは実は新古典派の経済理論に一般に欠如していた点に大きくかか
わってくるように思われる。そして， 従来の経済理論に欠如していたものと
は，要するに，制度と時間（それも，歴史的時間），この 2つの視点である。
1. 市場所有，取引費用
従来の経済理論に欠如し，伝統的な比較経済体制論の問題点のひとつである
制度に関する議論は，本稿の文脈で表現すれば，所有と市場との関係にかかわ
る議論である。
そもそも， 所有権は希少性と並ぶ最も基本的な経済学的概念であり， 市場
明していこうとする」原洋之介は，不均衡動学や情報の経済学などの経済学のなかに
みられる最近の新しい潮流の登場によって，今はじめて「アジア研究と経済理論との
間の「生産的な」対話が可能になりつつあるのではないか」と述べているが，筆者も
同じような立場に立っている。つまり， 筆者は本稿で次に取り上げる「制度の経済
学」を各国の制度面の研究と経済理論とをつなぐ「新しい経済学」のひとつの候補と
して考えたい。
村上・西山• 田中 (1994) 「マニフェスト・新しい経済学』中央公論社， 「まえが
き」 (1-8ページ）。原洋之介 (1985) 「クリフォード・ギアツの経済学：アジア研
究と経済理論の間で」リプロポート， 23,304ページ。原洋之介 (1992)『アジア経済
論の構図：新古典派開発経済学をこえて」リプロボート， 284-288ページ。
19)経済学における近年の制度と組織への問題関心の高まりのなかで，制度を扱うアプロ
ーチも多様である。本稿で，「制度の経済学」というとき， それは一般には「新制度
派経済学」と呼ばれるものを指している。注21)を参照。なお，制度を扱う多様なア
プローチについては，たとえばつぎのものを参照されたい。八木紀一郎 (1991)「ヨ
ーロッパ制度主義経済学の成立—EAEPE (発展の政治経済学・欧州学会）とジェ
フ・ホジソン一」京都大学『経済論叢』第147号第1・2・3号， 97-114 ; 磯谷明徳
(1994) 「＜制度の経済学＞と現代経済学の革新―-G.M.ホジソンの「現代制度主
義」を中心に一」細江・濱砂編「現代経済学の革新と展望J九州大学出版会。
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交換の前提となる制度である。所有権が， 普遍性，専有性（排他性）， 移転性
（譲渡可能性）の 3条件を満たすとき， 人々の利己心に基づくインセンティヴを
通じて，私的所有権は効率的な市場を実現する。けれども，すべての希少な資
源について，これらの 3条件を満たす所有権を規定することはできない。この
とき，私的所有権は外部性ないし社会的費用の内部化を要請される。外部性の
存在は取引費用のかかる交渉を必要とし，その取引費用を考慮に入れることが
さまざまな制度的配置を生み出す。こうして，取引費用の比較こそが制度選択
の基準となる。（ただし， その場合の取引費用は， 究極的には，所有権の配分や所得分
配を含めたそれ自身の正当性を問うプロセスの費用を含むものである。）20) 
上述の市場と所有を取引費用でつなぐ議論は， T.エッゲルトソン (Thrainn
Eggertsson)が「制度の経済学」 (theEconomics of Institutions)と呼ぶものを
生んだ。これは，「新制度派経済学」あるいは「新しい制度の経済学」 (New/Neo
Institutional Economics)と呼ばれたりもする21)。この新しいアプローチは，最
近20年くらいの間に現れた所有権の経済学， 取引費用経済学， 新しい経済史
20)したがって，このときの取引費用は経済的取引費用だけでなく，政治的取引華用も含
む広い概念である。嶋津格 (1992)「所有権は何のためか」「現代所有論」日本法哲学
会編，法哲学会年報1991,58-76 ; および，同書の塩野谷裕一のシンボジウム・コメ
ント， 95-97;注33)を参照。
21) Eggertsson, Thrainn (1990) Economic Behavior and Institutions, Cambridge 
University Press, p. 6; Eggertsson, T. (1993) "The Economics of Institutions: 
Avoiding the Open-Field Syndrome and the Perils of Path Dependence," 
Acta Sociologica, 36, 223-237, pp. 224, 235. 
ところで， このように呼ばれるアプローチのなかにも， 少なからず相違がみられ
る。本稿では， ウィリアムソン (0.E. Williamson)流のアプローチとノース (D.
C. North) を中心とする LAー シアトル学派のアプローチを区別し後者を重視しな
がらも，両アプローチを含め「制度の経済学」と呼ぶエッゲルトソンの用法に依って
いる。両アプローチの相違については， 次のものを参照されたい。 North,D. C. 
(1986) "The New Institutional Economics," journal of Institutional and The-
oretical Economics, 142, 230-237; Williamson, Oliver E. (1£85) "Reflections on 
the New Institutional Economics," journal of Institutional and Theoretical 
Economics, 141, 187-195. 
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（クリオメトリックス）， 法と経済学などの領域にみられる。これらの理論的発展
はすべてひとつの特徴を共有している。すなわち，それらは経済活動に対する
情報の問題の含意を再導入しようとしている。情報の問題は取引費用を引き起
こし，経済分析において所有権に中心的な役割を与える。
このアプローチと新古典派ミクロ理論とを決定的に区別するのは，取引費用
と所有権の概念である。新古典派ミクロモデルにおける完全情報（したがって，
取引費用ゼロ）の下では，組織（企業）や法（ルール）は意味をもたず， すべての
回避行動が除去される。しかし，現実の世界では，情報の希少性を反映して取
引費用が発生する。正の取引費用の下では，市場での取引費用を節約するため
に組織（企業）が誕生し，法（ルール）が資源配分に影響を及ぽす。また，正の
取引費用の下で， 所有権の不完全性（財・サービスの質的多様性）が問題になる。
すなわち，財の質的次元やエージェントの行動に関する不確実性が，契約の不
確実性につながり，機会主義的行動やエージェンシーコストを生み出す。そし
て，その結果は生産と交換の組織に影響を及ぼす。こうして，このアプローチ
の基本的枠組みは，所有権を含む制度的制約がインセンティヴや取引費用を決
め，経済行動に影響を与え，その結果として経済成果が決まるというものであ
る。この枠組みに従えば， 多様なシステム（体制）の内容一ー制度や組織など
—を考慮に入れ，それらと経済行動，経済成果との関連を考察することが可
能となる。この点をはっきりさせるために， 「制度の経済学」 と呼ばれるアプ
ローチの特徴を，次に考察してみよう。
2. 「制度の経済学」22)
制度の経済学は， 諸制度と経済的結果（富）との結びつきを考察するための
研究プログラムである23)。制度の経済学のアプローチは明らかに方法論的個人
22)本節の議論は，基本的に Eggertsson,T. (1990), (1993) op. cit. によるが，後者に
負うところが大きい。
23) このプログラムは，経済学の限界領城ー~ 経済史，所有権の経済学，情
報の経済学，および組織の経済学ー一ーにみられるさまざまな理論的貢献を統合しよう
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主義の枠の中にあり，それは経済システムないし社会システムの諸側面を説明
する諸理論が個人的行動に基づくことを要求する。しかしながら，方法論的個
人主義は緩く解釈される。個人は孤立して行為せず，諸制度によって制約され
ている。意思決定単位の行動は，合理的な選択モデルの見地からモデル化され
る。その意味で，枠組みの基本は新古典派経済学の修正版であるけれども，ど
のカテゴリーの変数が内生的なものと扱われるかに応じて，分析のレベルが変
わる。新古典派理論に制度と組織の役割を提供するためには，取引費用と所有
権の概念が不可欠である。制度の経済学は，取引費用を取り込むことによって
新古典派経済学の狭い合理的選択モデルを拡大してきた24)。
と試みる。これらの領域の理論的な貢献には次のものが上げられる。 R.H.コース；
LA—シアトル学派の所有権の経済学者， 特にアルチャン， ノー ス， S. N. チャン
(S. N. S. Cheung), バーゼル， そしてデムゼッツ；経済史の G.リーベキャップ
(G. Libecap), 法と経済学の V.P. ゴールドバーグ (V.P. Goldberg), そして組
織の経済学のウィリアムソンなどの研究である。これらの理論的発展はすべてひとつ
の特徴を共有している。すなわち，それらは，情報，取引費用，そして所有権（ない
し制度）の制約を導入し，新古典派経済学を修正しようとする点で，共通する。
Cf. Coase, R. (1937, 1960) op., cit.; Alchian, A. (1977) Economic Forces at 
Work, Liberty Press; North, D. C. (1981) Structure and Change in Economic 
History, W. W. Norton & Company 〔中島正人訳「文明の経済学：財産権，国家，
イデオロギー」春秋社， 1989年〕； North (1990) Institutions, Institutional Change 
and Economic Performance, Cambridge University Press; Cheung, S. N. S. 
(1969) "Transaction Costs, Risk Aversion, and the Choice of Contractual 
Arrangements," Journal of Law and Economics 12, 23-42; Chenug (1970) 
"The Structure of a Contract and the. Theory on Non-exclusive Resource," 
Journal of Law and Economics 13, 49-70; Barze! (1989) op. cit.; Demsetz, 
H. (1988) The Organization of Economic Activity (2 vols.), Basic Blackwell; 
Libecap, G. (1989) Contracting for Property Rights, Cambridge University 
Press; Goldberg, V. P. (1976a) "Towards an Expanded Economic Theory 
of Contract," Journal of Economic Issues 10, 45-61; Goldberg (1976b) "Re-
gulation and Administered Contracts," Belt Journal of Economics 7, 426-
441; Williamson, 0. E. (1985) The Economic Institutions of Capitalism, Free 
Press. 
24)このとき，取引費用への対応は，一般に，行為者の制約を修正するか，あるいは選択
過程そのものを修正するかの，いずれかの方法によってなされる。アルチャンの所有
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制度の経済学における主要な理論的概念の関係は，図 1のように示される。
制度 (institutions)は， 個人的行動を制約するフォーマルな｝レールとインフォ
ーマルな制約として定義される。所有権 (propertyrights)は， 個人による貴
重な資産のコントロールを指す。所有権というタームは一般的な意味で用い
られ，法理論における使用法には対応せず，資産の希少な属性をさまざまな使用
法においてコントロールする個人のパワーを反映する25)。個人の所有権には 2
制度
外的所有権[-►~~→竺］し竺門
↓’ 
I内的所有権 i→ → 契約 経済的
組織結果
出所） Eggertsson (1993) p. 226. 
図1制度と富の関連
権と情報の問題に関する研究とステイグラー (G.J. Stigler)の情報と研究モデルに
関する研究は，行為者の選択過程よりも制約を修正することに向けられた。これに対
して，限定された合理性 (boundedrationality) というサイモンーウィリアムソン
(Simon-Williamson)流のアプローチは，決定過程に焦点を当てている。けれども，
2つのアプローチは同じカテゴリーに属し， それらの間の選択は便利・さと有用さと
の実践的問題であるといえよう。 Cf.Alchian, A. A. (1965) "Some Economics 
of Propety Rights," fl Politico 30, 816-829; Stigler, G. J. (1961) "The Eco-
nomics of Information," Journal of Political Economy 69, 213-225; Simon, 
H. (1957) Models of Man, Wiley; Williamson, 0. E. (1985) op. cit. 
25)制度の経済学においては， 取引 (trade)は， 資産そのものの交換としてよりも，む
しろ貴重な資産のさまざまな属性に対する所有権の交換として定義される。ある行為
者にとってのある資産の価値はその行為者がコントロールできる属性の数に応じて変
わり， 貴重な属性を何もコントロールできないフォーマルな所有権は何の価値もな
い。したがって，所有権システムは，人的資本を含む資重な資産の個人や集団による
実際上のコントロールの分配を指している。換言すれば，所有権のシステムは社会に
おけるパワー分配を記述している。その意味で，社会の制度的構造の経済的含意は，
所有権システムの中に表されている。
ところで，奴隷制は非対称的なパワー関係のひとつの極端な事例であるが， もし測
定と執行の取引費用がかからなければ，奴隷所有者の所有権は完璧である。しかしな
53 
180 園西大學「紙清論集』第44巻第2号 (1944年6月）
つのものがある。内的所有権 (internalproperty rights)と外的所有権 (external
property rights)である。外的な所有権は， 個人を制約する制度的環境の諸要
素ー一法，規制，規範，執行など一ーを指す。内的所有権は，その個人自身に
よる，希少な諸資源に対するコントロールを得るための，さまざまな投資ー一
たとえば，監視，塀を立てること，私的な護衛を雇うこと，そして評判をチェ
ックすることなどー~を通して確立される。取引費用 (transaction costs)は，
この文脈では，内的所有権を確立・維持することの個人的資源コストを指す。
個人的観点から眺めたとき，諸制度とその現れである外的所有権が，機会集
合，基本的インセンティヴ・システムを定義し，さまざまな投資と関係する取
引費用を決定する。外的所有権は行為者に対して完全な確実性を提供しないの
で，交換における自己の取引費用を下げるために， 個々人は契約 (contracts)
に具体化されるさまざまな手段に訴える。こうして，契約の構造は，契約当事
者の制度的環境と，彼らが自ら設定したさまざまな内的｝レールをともに反映す
る26)。最後に，組織 (organization)は，生産において協同する，あるいは共同
がら， 正の測定・執行費用の世界では， 奴隷はときどき， 彼らの活動の監視費用が
高いために， 彼らの労働の質の何らかの特別な（限られた）コントロールを， すな
わち彼らが取引きできる小さな所有権を獲得できると考えられる。 Cf. Eggertsson 
(1993) op. cit., p. 230; North (1990) op. cit., p. 32. 
26)制度の経済学においては，契約は本質的に理論的フィクションである。ところで，国
家は，一貫した執行のシステムを含む明確で安定的な外的所有権を提供することによ
って，そしてまた測定費用を下げる重量や尺度の基準を提供することによって，個々
の行為者の契約の費用を下げることに大きな役割を果たすことができる。
この点との関連で， F.クルマス (FlorianCoulmas)が， 言語発展の問題を経済
発展の一部として論じているのは興味深い。彼によれば，言語の豊かさ（数）と経済
発展のレベルとは逆の相関関係を示す傾向にある。つまり，豊かな工業国は言語的に
均質的な国であり，途上国は言語的に極めて不等均である。こうした点は，本稿の文
脈で表現すれば， 言語数と取引費用が密接に関係することの結果であると考えられ
る。また，彼は言語と制度化されたメディアの最たるものである貨幣との関係も論じ
ているが， この点も制度の経済学における取引費用や各種制度との関係で，興味深い
論点である。 F.クルマス著， 諏訪・ 菊池・大谷訳「ことばの経済学」大修館書店，
1993年，特に第1章を参照。
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で活動する行為者の集合と， 彼らがそれにしたがってプレイする）レールを指
す。組織のアウトプットは商品（企業）から成文法（立法府）にまで及ぶ。
制度の経済学は，図 1に示したどの変数が内生的であるかに依存して，分析
レベルを分割できる。たとえば，次の 3つの可能性が考えられる。分析の第 1
のレベルは，制度的取り決めのヴァリエーションが経済的結果（ないし富）にど
のように影響を与えるかを説明しようと試みる。このために制度，組織，およ
び契約上の取り決めは外生変数として扱われる27)0 
第2の分析レベルは，制度的枠組みが経済組織と契約上の取り決めの構造に
どのような影響を与えるかを説明しようと試みる。図 2に示されているよう
に，ここでの基本的概念は，それぞれのケースで制度的枠組みは経済的行為者
に利用できる有効な経済組織の集合を定義（制限）するということである28)0 
出所） Eggertsson (1993) p. 227. 
図2制度と組織
27)成熟した市場組織の存在を仮定する伝統的な新古典派経済学は， このカテゴリーに入
る特殊なケースである。しかしながら，制度的取り決めの多様性を考察し，制度的変
化の諸帰結を理解するためには，新古典派モデルに取引費用と所有権の概念が追加さ
れなければならない。さまざまな法的取り決めの経済的焔結を考察する「法と経済学」
の研究の多くも， このカテゴリーに属すると考えられる。
28)この領域のパイオニア的研究は， コースとチャンによって行われた。契約の経済学，
資本主義の経済制度に関するウィリアムソンの研究，および産業組織に関するさまざ
まな最近の研究は， ここに属する。 Cf.Coase (1937) op. cit.; Cheung, S. N. S 
(1968) "Private Property Rights and Sharecropping," Journal of Political 
Economy 76, 1107-1122; Werin, L. & H. Wijkander eds. (1992) Contract 
Economics, Basil Blackwell; Williamson, 0. E. (1985) op. cit. 
ところで，資本主義の市場制度以外の制度的配置に対する組織の調整の研究は少な
いが，いくつかの注目に値するものがある。たとえば， ノースによる経済史への適
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第3の分析レベルは，制度的枠組みと所有権の構造のさまざまな要素を説明
しようと試みるもので， 多様な研究が考えられる。制度的枠組みはフォーマ
ルなルール， インフォーマールな制約， およびその執行特性から構成され，
法，歴史，政治学，社会学，そして人類学等の領域にかかわってくるので，こ
のレベルでは新古典派の修正モデルの有用性が他の 2つのレベル以上に問題と
なる。
多くの場合に，取引費用と所有権の概念を含むように拡張された制度の経済
学は，経済システムのさまざまな側面を扱うための強力なツールであることを
明らかにしてきたけれども，制度の経済学のある重要な側面を，特に社会的規
範と他のインフォーマルな制度の発生，維持および衰退を説明する試みがなさ
れるとき，その弱点が感じられる。インフォーマルな制度は人々の世界観，す
なわち彼らの道徳観と彼らの因果関係観に密接に関係するように思われる。イ
ンフォーマルな制度における変化はおそらく学習に関係するであろう。それゆ
ぇ，特に規範や慣習のようなインフォーマルな制度の変化の研究の場合には，
おそらく新古典派選択モデルに代わるものが要求される。この点で，メン・タル
・モデルと学習に関する操作可能な理論によって制度の経済学を拡張させる必
要が承認されている。このレベルの注目すべき研究が， 次に考察する D.C. 
ノース (D.C. North)のものである。
3. 「制度変化の経済理論」29)
ノースは「もし経済学が特定の制約の下での選択の理論であるとすれば，経
用，オストローム (E.Ostrom) の共有資源 ・(commonpool resources)に関する
研究，そしてベイツ (R.H. Bates)による経済発展に関する研究である。 Cf.North, 
D. C. (1981, 1990) op. cit.; Ostrom, E. (1990) Governing the Commons, Cam-
bridge University Press; Bates, R. H. (1989) Beyond the Miracle of the 
Market: The Political Economy of Agrarian Development in Kenya, Cambridge 
University Press. 
29)本節におけるノースの「制度変化の経済理論」は，主に次の文献による。 North,D. 
C. (1990) op. cit., ch. 1. また， 次のものもノース理論の概要を知る上で有益であ
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済史の仕事はそれらの制約の変化に関して理論化することである」という立場
から，「制度変化の経済理論」 (EconomicTheory of Institutional Change)を提
唱する。それは上述の「制度の経済学」に時間の要素を導入したものと考える
ことができる。ノースにとっての中心的課題は，非常に多様な歴史的変化の経
路を説明することである。すなわち，豊かな国と貧しい国， 先進国と低（末）
開発国とのギャップを， 何が説明するのかが， 問題となる。彼は，「西欧世界
の勃興—新しい経済史の試みー」 (1973)30'以来この争点を扱ってきた。 ま
ず，そこでは，制度が経済成果の決定因，相対価格変化が制度変化の源泉とさ
れたが，本質的に効率性の説明が行われ，相対価格の変化はより効率的な制度
．を建設するインセンティヴを創造するとされた。それゆえ，非効率的な制度の
持続性はそこでの理論的枠組みと一致しなかった。つぎに， 『経済史における
構造と変化」 (1981)31)において，制度の効率性の見解が放棄された。そこでは，
取引費用の存在によって，支配者が自己利益にかなう所有権を考案し，その非
効率的な所有権が流布されるという観点が導入され，経済成長を生み出さない
所有権の広範な存在を説明することが可能となった。けれども，アルチャンの
進化論的仮説32)—競争が劣った制度を取り除き効率的制度を残すという仮説
—にしたがって，なぜ競争的圧力が非効率的制度の除去に導かないのかとい
う問題が残っていた。『制度，制度変化，経済成果」 (1990)は，この問題に対し
て一応の答を提示している。
る。 North,D. C. (1992) "Institutions, Ideology, and Economic Performance," 
Cato Journal, Vol. 1, No. 3, 477-88; North, D. C. (1981) op. cit.; 安場保吉
(1993)「クリオメトリックス」日経新聞『やさしい経済学」 (1993年， 1月3-9日）．
30) North, D. C. (1973) The Rise of the Western World: A M仰 EconomicHistory, 
Cambridge University Press 〔速水・穐本訳『西欧世界の勃興一新しい経済史の試
みー 』ミネルヴァ書房,1980年， 1994年（増補版）〕．
31) North, D. C. (1981) op. cit. なお，邦訳のクイトルは「文明の経済学』である。注
23)参照。
32) Alchian, A. (1950) op. cit. 
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『制度，制度変化，経済成果」におけるノースの分析の焦点は，制度と組織
の相互作用にある。制度は社会におけるゲームのルール（人々が自分たちの相互
作用を形成するために考案した制約）である。制度が意味をもつのは，価値あるも
のを測定し，権利を保護し，そして取り決めを監視・執行することに費用がか
かるからである。制度がひとたび創造されるとさまざまな形で行為する費用を
決定する。その制度によって提示される機会を利用するために組織が創造され
る。組織（とその企業家）は，その目的を達成しようとする試みのなかで，制度
変化の主要なエージェントとなる。組織の発展は制度的枠組みによって影響さ
れるが，逆にまた組織は制度的変化に影響を与える。こうして，制度の経済学
は，所与の制度的枠組みの中の経済活動に投資することによってだけでなく，
長期的に，制度的枠組みを改めることを通して自らの所有権を強化することに
投資することによってもまた，個々人が彼らの地位を改善しようとすること，
., を承認する。
このような制度変化の分析にとって，図 1の短期的な枠組みはもはや利用で
きない。図 3はフォーマルな制度変化の循環プロセスを描いている33)。たとえ
ば，技術変化ないし世界市場の変化のような，経済政策の変化を引き起こしコ
制度のストック
制度的変化：フォーマルな制度
三←I-こ;i:ピ三召
出所） Eggertsson (1993) p. 228. 
図3 制度変化のダイナミックス
33)フォーマルなルールの変化を説明するためには，フォーマルなルールを作成する政治
的組織の意思決定過程と構造を理解することが必要である。この領域では，実証的な
政治理論によって，情報と取引費用を伴う拡張された合理的選択モデルの適用がかな
り成功してきた。また， 公共選択の研究と規制の経済学も貴重な貢献をしてきてい
る。 Cf.Alt,J. E. & Shepsle. K. A. eds. (1990) Perspectives on Positive Political 
Theory, Cambridge University Press. 
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ミュニティの政治的均衡をくつがえす外生的変化（制度変化）は，つねに勝者と
敗者を生み出す。その変化の効果は新しい経済的均衡を生み出し，それは勝者
と敗者の政治組織にフィード・バックする。さらに，それは新たな経済政策手
段を引き起こし，それがまた新たな経済的均衡を生み出すという具合に，繰り
返す34)。
こうして，制度変化の経路は制度と組織との相互依存的関係から形成される
が，制度変化はフォーマルなルールだけでなく，規範，習慣，慣習などのイン
フォーマルな制約に大きく依存する。フォーマルなルールとインフォーマルな
制約がインセンティヴ・システムを具体化し，それに応じた組織が生まれる。
その結果，制度変化はフォーマルなルール，インフォーマルな制約，および執
行の限界的な諸変化の帰結である。ノースは執行特性を強調するが，執行はイ
ンフォーマルな制約に大きく依存する。フォーマルなルールは政治的ないし司
法上の決定の結果として一夜で変化しうるけれども，慣習，伝統，そして行為
コードに具体化されたインフォーマルな制約はそうではなく，変化に時間を要
する。このインフォーマルな制約が社会に組み込まれていることの結果とし
て，制度は連続的漸次的に変化する。それゆえ，長期的視野をもつ研究におい
ては，インフォーマルな制度の変化が考察されなければならない。これらの文
化的制約は過去を現在と将来に結びつけ，また歴史的変化の経路を説明するた
めの鍵を提供する。
さらに， 制度変化には主観的知覚モデル（これをノースはイデテロギーと呼ぶ）
が密度にかかわる。すなわち， もし政治経済的市場が効率的（すなわち，・政治的
取引費用と経済的取引費用がゼロ）であり，．行為者が常に真の主観的知覚モデルを
もつとすれば（あるいは，もし彼らが当初誤ったモデルをもっていても，情報のフィー
34)制度的変化の連鎖は，その経済を効率的な（富を高める）制度的構造へ向けるか，ぁ
るいはそこから引き離す。フォーマルな制度的取り決めの変化は， Iレール作成者のパ
ワー（と制約）を反映する。彼らは，取引費用の存在によって，国民のパイの規模を
極大化しない制度を選択することができる。
59 
186 闊西大學「継清論集」第44巻第2号 (1994年6月）
ドバックがそれを完全に修正するとすれば）， そのときになされる選択は常に効率
的であろう。しかし，現実には，政治的経済的市場における取引費用が非効率
的な所有権を促進し，そして行為者の不完全な主観的モデルが，彼らが直面す
る問題の複雑性のゆえに，そうした所有権の永続性を導く可能性が生まれる。
結果として，常に制度は生産性の増大を促すものと生産性を減少させるものと
の混合となる。先述のように，ノースにとっての中心的課題は，多様な歴史的
変化の経路を説明することであったが，こうして彼はこの問題に対して一応の
答を提示している。
• 以上のように，「制度の経済学」と「制度変化の経済理論」においては，基
本的ルール（制度）の分析と行為者の戦略（個人の選択）をはっきりと区別する。
この区別が，制度の理論を構築するための必要な前提条件である。制度を人々
が自己に課す制約と定義し，個人の選択を基礎にして制度の理論を構築するこ
とで，制度の理論は新古典派経済理論の選択理論的アプローチを補完するもの
になりうる。ミクロ経済理論の強さは，それが人間行動に関する仮定に基づい
て構成されていることである。制度は人間の創造物である。制度は発展し，そ
して人間によって改められる。したがって，制度の理論は個人から始められな
ければならない。同時に，制度は個人の選択に広範な制約を課す。こうして，
制度が選択の集合に課す制約と個人の選択とを統合することで，経済学と他の
社会科学との対話の可能性が開ける35)。
V. 結び
従来の体制論の欠陥は，大別して 2点であった。ひとつは，「私有 vs.国有
（公有）」と「市場 vs.計画」という 2つの軸による伝統的類型化に拘束され，
経済システムそのものの内容が乏しくなり，現実の経済システムの多様性を捉
35)注18), 注37)参照。
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えることができなかったこと。もうひとつは，かなりの程度第 1の欠陥の結果
として，その分析そのものが静態的（静学的）な性質のものになり，経済システ
ムの動きを捉えることができなかったことである。こうした従来の体制論の議
論の質的発展を妨げたものは，ひとつには，社会主義経済の存在そのものであ
ったと考えられる。すなわち， 理論的にその問題点がいかに指摘されようと
も，現実に社会主義経済が存在する限りにおいて， 「資本主義 vs.社会主義」
の枠組みは説得力をもちえたのである。さらに， 従来の体制論の議論の欠陥
は，経済理論に従来そうした視点が欠如していた結果であった。新古典派経済
学の成功はおおむね，数学的モデルの利用を可能にした諸仮定—方法論的個
人主義，合理的選択モデル，そして「経済人」の仮定ー一の利用と，累積的な
研究プログラムを可能にした統一された構造による。しかしながら，それは従
来情報の問題と取引の費用を見過ごしていた。情報と取引の問題を無視するこ
とは機会費用を伴った。純粋な交換に焦点を当てながら，新古典派理論は，取
引の問題を扱う諸構造ーー企業，組織的市場，および貨幣ー一の理論を展開し
てこなかった。確かに，そのモデルの権限内の領域においては，一般的な新古
典派モデルは強力であり，累積的研究を可能にした。しかしながら，多くの新
古典派経済学の研究プログラムは，経済依存 (pathdependence) —当初の選
択が将来の選択を制限すること一ーの現象を招き，重要な研究上の問題がとき
どき無視される， あるいは不適切なツールによって検討されるというコスト
を伴った。その結果， 経済システムの一般理論 (ageneral theory of economic 
systems)の展開が遅れた36)0 
けれども， 望ましい研究プログラムは， 「オープンフィールド・シンドロー
36)エッゲルトソンは次のような興味深い指摘を行う。彼によれば，新古典派的な研究プ
ログラムのなかにある経済学者の経路依存は，明白なもの (theobvious) の循環的
な再発見の歴史によって明らかであるという。たとえば．ハイエク (Hayek,F. A.) 
の情報の再発見，ケインズ (Keynes,J. M.)の失業の再発見， フリードマン (Frie-
dman, M.)の貨幣とインフレとの結びつきの再発見， コース (Coase)の企業と経済
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ム」 (theopen-field syndrome)と呼ばれる経路依存と正反対の現象を招いても
ならない。オープンフィールド・シンドロームは，いくつかの複雑な理論的枠
組みが同じ研究領域に集まるとき，その機会費用を無視する傾向のなかに生ま
れる。極端な場合には，統一された形式を欠く領域においては，理論体系の発
展は妨げられ，その後の世代によって改良・拡大されず，累積的な研究プログ
ラムは現れないであろう。合衆国の制度派経済学者の最初の世代はこのカテゴ
リーに入ると一般にいわれている。それ故，理想的な研究戦略には，研究方法
のコストを考慮した注意深い柔軟性が必要とされるように思われる37)。
社会主義経済圏が崩壊した今，体制論の質的発展が要求されている。それ
は，結局，従来の体制論の欠陥であった制度と時間（それも，歴史的時間），この
2つの視点を何らかの形で体制（システム）分析の中に組み込むことでぁるよう
に思われる。新古典派経済学の拡張版に基づく制度の経済学の研究プログラム
学における法の再発見である。 Eggertsson(1993) op. cit., p. 224. 
ところで， コースは「企業の本質」の冒頭で「経済理論はこれまで，その仮定を明
確にし損なったことによって受難をうけてきた。理論を構築しようとする経済学者
は，その理論が組み立てられている土台の検討をしばしば怠ってきたのである。しか
し，仮定を検討することは基本的なことである。それは，…………，互いに競い合う
一連の仮定のなかから正しいものを選択する判断が，経済学にとってはことのほか重
要であるからでもある。」と述べている。このとき，彼のいう「仮定」「土台」が上記
の「明白なもの」に当たり， コースの主張はエッゲルトソンの指摘に通じるものがあ
る。 Coase(1988) op. oit., p. 33 (邦訳， 39ページ）。
37)経路依存の危険はあるが累積的研究を可能にする統一的な理論的枠組みと，オープン
フィールド・シンドローム現象との間のトーレード・オフ関係を考慮に入れた研究戦
略は， 原洋之介のいう次のような研究アプローチにほぽ等しい。つまり， 彼のいう
「経験的多様性への嫌悪にもとづく形式化への志向」と「経験的多様性への愛着にも
とづく個性への執着」という 2つの方向を包み込むような知のあり様が，ここでいう
理想的な研究戦略に対応すると考えることができよう。（原洋之介 (1985)前掲書，
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21-23, 36-37, 43ページ。）
以上のような槻点から，最近さかんになっている制度に関する多様なアプローチの
なかで，筆者は本稿で取り上げた「制度の経済学」と 「制度変化の経済理論」（いわ
ゆる「新制度派経済学」）を評価する立場である。注19)を参照。
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は，新古典派アプローチの強さを利用し，経済分析の継続性を維持し，そして
学問における取引の費用を下げる。（しかしながら，研究のフロンティアでは，別の
パラダイムを伴う実験的研究の必要と範囲もまた存在する。）こうした観点から考える
とき，ここで取り上げた「制度の経済学」と「制度変化の経済理論」という 2
つのアプローチは， 経済体制（システム）論の質的発展にとって大きな可能性（意
味）をもつように思われる38)0 
〔付記）本稿は平成6年度関西大学学術助成基金（奨励研究）による研究成果
の一部である。
38)日本語で「経済体制論」というときの「体制」は，本稿で考察したような経緯で， ど
うしても資本主義体制，社会主義体制という意味での「体制」と理解されやすいし，
実際過去においてはそうであった。その点で，あるいは従来の経済体制論の質的発展
を考えるとき，筆者は「経済体制論」よりも経済的行為のシステムに関する議論とい
う意味で「経済システム論」という名称のほうがふさわしいと考えている。
ところで，旧社会主義経済の市場経済への移行の理解は，制度の経済学の研究のフ
ロンティアである。制度の経済学の槻点からすれば，フォーマルな制度とインフォー
マルな制度は特定の経済的結果を生み出すことにおいて互いに補足的であり，そして
効率的なフォーマルなルールのデザインは新しいフォーマルなルールと現存するイン
フォーマルなものとの相互作用を考慮に入れなければならない。その意味で， これま
での市場経済への移行プログラムにおける誤りのいくつかは，フォーマルな制度とイ
ンフォーマルな制度との相互作用に関する限られた理解によるのかもしれない。逆に
言えば，今後において，ィンフォーマルな制度の役割のより良い理解は，現存するイ
ンフォーマルな制約を利用するフォーマルなルールをデザインするのに役立ちうるで
あろう。
また， 青木昌彦 (1988) は， 日本経済のミクロ的な制度分析を試みたものとして
高く評価されているが， 本稿で扱った新たな比較経済体制論の観点からいえば， 日
本経済のマクロ的な側面の制度分析とその歴史的な分析は興味深いテーマとなりう
る。いずれにせよ， 旧社会主義国の市場経済移行実験の研究を含めて， これらのこ
とは今後の課題である。 Cf.Aoki, M. (1988) Information, incentives, and bar-
gaining in the Japanese economy, Cambridge University Press 〔永易浩一訳
「日本経済の制度分析：情報・インセンティブ・交渉ゲーム」筑摩書房， 1992年〕。
63 
